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桜
川
市
の
第
２
次

総
合
計
画
の
重
点

的
取
組
で
、
長
く
住
み
た

い
ま
ち
づ
く
り
、
子
ど
も

と
子
育
て
を
応
援
す
る
と

あ
る
が
、
学
童
保
育
の
受

け
入
れ
実
態
を
伺
い
た

い
。

保
健
福
祉
部
長

市
内
の
学
童
ク
ラ

ブ
は
10
ヵ
所
で
す
。
人
数

制
限
の
あ
る
学
童
ク
ラ
ブ

は
２
ヵ
所
で
、
岩
瀬
小
５

年
６
名
、
羽
黒
小
４
年
10

名
、
５
年
３
名
で
し
た
。

今
後
は
、
市
全
体
で
考
え

て
い
き
ま
す
。

上
下
水
道
整
備
の

状
況
と
今
後
の
整

備
計
画
、
料
金
設
定
に
つ

い
て
伺
い
た
い
。
市
長
が

交
渉
し
、
下
水
道
の
負
担

金
の
見
直
し
で
１
億
６
０

０
０
万
円
の
経
費
を
削
減

し
た
と
の
報
告
が
あ
る
。

削
減
費
用
を
ど
こ
に
還
元

す
る
か
、
よ
り
市
民

フ
ァ
ー
ス
ト
目
線
で
住
み

や
す
い
、
移
住
し
や
す
い

桜
川
を
つ
く
る
た
め
、
費

用
が
県
内
で
も
高
い
点
、

大
き
な
課
題
と
し
て
検
討

い
た
だ
き
た
い
。

上
下
水
道
部
長　

上
水
道
料
金
は
19

年
度
以
降
、
消
費
税
引
き

上
げ
に
伴
う
以
外
値
上
げ

子
育
て
と
社
会
福
祉

移
住
促
進
、
定
住
の
た
め
の
整
備

武井久司 議員

飯島洋省 議員 菊池伸浩 議員

林　悦子 議員

特
定
健
康
診
査
等

の
受
診
状
況
と
、

受
診
会
場
を
減
ら
し
た
経

緯
を
伺
い
た
い
。

市
民
生
活
部
長

国
民
健
康
保
険
及

び
後
期
高
齢
者
保
険
加
入

者
を
対
象
に
、
大
和
、
岩

瀬
、
真
壁
の
３
ヵ
所
で
実

施
し
て
い
ま
す
。
成
人
病

対
象
者
や
予
備
軍
の
方

に
つ
い
て
健
康
指
導
を
行

い
、
重
症
化
す
る
の
を
防

止
し
て
い
ま
す
。
受
診
状

況
は
、
市
は
29
年
度
37
％

で
県
37
％
、
国
37
％
で
す
。

ま
た
年
代
別
で
は
、
40
代

が
28
％
、
50
代
が
33
％
と

低
い
の
で
、
受
診
率
の
向

上
を
図
る
た
め
に
努
力
し

ま
す
。
ま
た
、
特
定
健
診

が
で
き
る
よ
う
、
市
内
医

療
機
関
に
協
力
を
依
頼
し

ま
す
。
受
診
会
場
は
、
車

両
、
機
器
の
変
更
等
に
伴

い
減
ら
し
ま
し
た
。

は
行
っ
て
い
な
い
が
、
使

用
水
量
が
１
ヵ
月
20
ト
ン

を
超
え
る
と
県
内
で
２
番

目
に
高
い
料
金
に
な
る
。

　

下
水
道
整
備
は
、
24
・

４
％
の
整
備
状
況
。
厳
し

い
財
政
状
況
や
費
用
対
効

果
の
観
点
か
ら
、
岩
瀬
地

区
、
国
道
50
号
か
ら
北
側

の
市
街
地
を
引
き
続
き
整

備
推
進
し
て
い
く
予
定
で

す
。
し
か
し
加
入
率
が
低

い
現
状
か
ら
、
使
用
料
収

入
な
ど
の
営
業
利
益
だ
け

で
は
維
持
管
理
の
費
用
を

賄
う
こ
と
は
で
き
ず
、
使

用
料
は
当
面
現
状
の
ま
ま

維
持
し
て
い
く
こ
と
で
考

え
て
い
ま
す
。

市
内
業
者
の
育
成

市
発
注
の
工
事
、

委
託
業
務
、
物
品

等
の
市
内
業
者
の
受
注

率
、
受
注
へ
の
取
り
組
み

等
を
伺
い
た
い
。

平
成
28
年
に
電
気

事
業
法
関
係
省
令

が
改
正
さ
れ
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃

棄
物
処
理
計
画
が
決
定
さ

れ
ま
し
た
。
変
電
所
内
等

に
設
置
・
保
管
さ
れ
て
い

る
機
器
は
、
確
認
後
適
切

な
処
理
が
必
要
で
す
。
確

実
に
実
施
を
お
願
い
し
ま

す
。

総
務
部
長　
市
で

管
理
し
て
い
る
自

家
用
電
気
工
作
物
は
43
施

設
あ
り
ま
す
。
設
置
・
保

管
さ
れ
て
い
る
機
器
に
Ｐ

Ｃ
Ｂ
が
含
ま
れ
て
い
る
機

器
が
数
台
あ
り
、
県
民
セ

ン
タ
ー
に
届
け
を
提
出
し

て
い
ま
す
。
ま
た
、
調
査

等
が
進
ん
で
な
い
機
器
も

あ
る
の
で
、
速
や
か
に
調

査
を
実
施
し
所
定
の
手
続

を
行
い
ま
す
。
来
年
度
解

体
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す

県
西
総
合
病
院
の
該
当
機

器
に
つ
い
て
も
、
解
体
前

に
Ｐ
Ｃ
Ｂ
の
含
有
調
査
を

実
施
し
、
報
告
等
を
含
め

適
切
に
処
理
、
処
分
を
行

い
ま
す
。

総
務
部
長　
29
年

度
市
の
競
争
入
札

の
市
内
業
者
の
受
注
比
率

は
61
％
、
28
年
度
は
77
％

で
し
た
。
入
札
参
加
者
の

条
件
設
定
は
、
資
格
要
件

を
市
内
に
本
店
・
支
店
・

営
業
所
が
あ
る
事
業
者
と

す
る
等
、
市
内
業
者
を
優

先
的
に
設
定
し
て
い
ま

す
。
今
後
も
、
市
の
経
済

の
活
性
化
及
び
市
内
業
者

の
育
成
・
振
興
を
図
る
た

め
、
受
注
の
機
会
の
確
保

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま

す
。

そ
の
他
の
質
問

・
長
方
・
大
和
駅
北
地
区
の

今
後
の
整
備
予
定
と
費
用
、

経
済
波
及
効
果
の
試
算
、

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

の
オ
ー
プ
ン
見
込
み
に
つ

い
て

１
月
に
、
共
産
党

の
県
議
か
ら
「
国

保
事
業
の
納
付
金
が
ど
の

自
治
体
で
も
大
幅
に
減
額

さ
れ
る
」
と
の
説
明
を
受

け
て
き
た
。
桜
川
市
は
１

億
９
０
０
０
万
円
減
額
さ

れ
、
さ
ら
に
、
国
保
加
入

市
の
非
正
規
職
員

の
現
状
に
つ
い
て

伺
う
。

市
長
公
室
長　
平

成
17
年
合
併
当
初

は
正
規
４
９
６
人
、
非
正

規
72
人
で
約
13
％
で
し

た
。
平
成
30
年
度
で
は
、

者
の
多
く
が
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
へ
移
動
す
る
。

さ
ら
に
、
非
正
規
労
働
者

で
あ
っ
て
も
、
国
保
で
は

な
く
、
社
会
保
険
の
加
入

者
が
ふ
え
て
い
る
。
こ
の

３
つ
の
改
善
を
考
え
れ

ば
、
国
保
料
金
の
引
き
下

げ
は
可
能
だ
と
の
説
明
を

受
け
て
き
た
。
ま
た
、
お

隣
の
笠
間
市
で
は
、
金
額

は
小
さ
い
が
、
国
保
税
の

引
き
下
げ
を
実
施
し
て
い

る
。

市
民
生
活
部
長　

平
成
30
年
度
は
、

税
率
を
引
き
上
げ
た
自
治

体
が
18
、
据
え
置
き
が

22
、
引
き
下
げ
た
自
治
体

が
２
で
し
た
。
笠
間
市
は

引
き
下
げ
た
自
治
体
の
一

つ
で
す
。

　

単
に
、
納
付
額
が
減
額

さ
れ
た
か
ら
と
い
っ
て
、

保
険
税
率
を
引
き
下
げ
る

こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

取
手
市
で
は
高
校
生
以

下
は
半
額
免
除
し
て
い
ま

す
。
均
等
割
に
つ
い
て
は
、

近
隣
市
町
村
の
動
向
を
注

視
し
て
い
き
ま
す
。

正
規
３
８
７
人
、
非
正
規

２
６
５
人
で
約
47
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。
内
訳
は

男
性
50
人
、
女
性
２
１
５

人
で
、
学
童
指
導
員
、
児

童
虐
待
や
教
育
相
談
の
専

門
員
な
ど
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る
た
め
、
増

え
て
い
ま
す
。

『
同
じ
目
的
で
同

じ
仕
事
を
さ
せ
る

場
合
は
、
同
じ
土
俵
で
扱

う
』
と
い
う
の
が
、
同
一

労
働
同
一
賃
金
の
考
え
方

だ
と
思
う
が
、
例
え
ば
保

育
士
の
場
合
、
正
規
、
非

正
規
の
年
収
差
は
ど
の
よ

う
な
も
の
か
。

市
長
公
室
長　

格

差
は
、
20
代
前
半

で
80
万
円
、
40
代
前
半
で

１
９
０
万
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。
報
酬
や
賃
金
に
つ

い
て
は
、
専
門
性
、
難
易

度
、
近
隣
の
水
準
な
ど
を

見
て
、
適
切
に
設
定
し
て

い
き
た
い
。
本
年
度
は
通

勤
手
当
を
改
善
し
、
正
規

と
同
様
の
支
給
を
行
い
ま

す
。

賃
金
を
経
費
削
減

の
対
象
と
し
て
で

学
校
統
廃
合
の
方

向
性

市
の
人
口
減
少

が
、
恐
ろ
し
い
ほ

ど
の
ス
ピ
ー
ド
で
進
ん
で

い
る
。
今
回
の
答
申
は
、

大
和
中
に
雨
引
、
大
国
、

樺
穂
、
谷
貝
の
４
小
学
校

を
一
緒
に
す
る
と
か
、
桜

川
中
に
大
和
中
を
併
合
す

る
な
ど
、
か
な
り
大
胆
な

内
容
だ
。
ま
た
、
こ
の
答

申
は
、
猿
田
小
の
先
行
統

合
を
打
ち
出
し
て
い
る
。

そ
の
時
期
は
い
つ
と
考
え

て
い
る
の
か
。

教
育
部
長　
市
民

へ
の
周
知
は
、「
第

２
次
小
中
学
校
基
本
計

画
」
を
策
定
中
で
す
。
現

在
、
猿
田
小
は
全
学
年
で

複
式
学
級
と
な
っ
て
い
ま

す
。
統
合
の
時
期
は
、
地

元
の
理
解
が
得
ら
れ
た
状

況
で
、
決
定
で
き
る
も
の

と
考
え
て
い
ま
す
。

は
な
く
、
地
域
振
興
の
観

点
と
捉
え
、
上
げ
て
は
い

か
が
か
。市

長　

待
遇
改
善

に
つ
い
て
は
、
非

正
規
の
８
割
が
市
内
採
用

で
あ
り
、
地
域
活
性
化
の

一
手
段
と
思
う
。
ま
た
、

賃
金
ア
ッ
プ
に
つ
い
て

は
、
32
年
度
か
ら
導
入
す

る
『
会
計
年
度
任
用
職
員

制
度
』
で
対
応
し
て
い
く
。

市
役
所
は
、
市
内

最
大
の
事
業
所
と

言
え
る
。
地
域
経
済
を
牽

引
し
て
い
く
役
割
も
あ

る
。
都
市
と
の
教
育
・
文

化
格
差
も
加
わ
り
、
弱
小

自
治
体
に
厳
し
い
時
代
に

あ
っ
て
は
、
意
識
改
革
が

必
要
で
は
な
い
か
。

市
長　

市
内
に
は

二
千
以
上
の
民
間

事
業
所
に
１
万
７
０
０
０

人
が
従
事
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
産
業
が
地
域
経

済
を
牽
引
し
て
い
た
だ
け

る
よ
う
、
施
策
を
展
開
し

て
い
く
。

国保税の引き下げは　
　　　可能ではないか

市の非正規職員の
　　待遇改善について

７人の議員が一般質問を行いました


